Catch-Up Industrialization of Automobile Industry in China by 湯 進
JEL区分：L６２．０１４．０３１
キーワード：中国自動車産業，二段階キャッチアップ工業化，破壊的イノベーション
＊専修大学社会科学研究所 客員研究員
Economic Bulletin of Senshu University
Vol. 51, No. 1, 79-111, 2016
中国自動車産業のキャッチアップ工業化
湯 進＊
【目次】
はじめに
１．産業発展とキャッチアップ工業化
（１）「二段階キャッチアップ工業化」モデルの視点
（２）技術受容力と破壊的イノベーション
２．中国自動車産業の発展と市場の形成
（１）政府主導の産業発展
（２）自動車市場の拡大
３．第１段階キャッチアップの展開
（１）自主ブランドの育成
（２）基幹部品の内製
（３）生産過剰と市場競争
４．第２段階キャッチアップへの道
（１）自動車部品産業の遅れ
（２）サプライヤーシステムの現状
（３）エコカー産業の育成と課題
５．「二段階キャッチアップ工業化」モデルの再考
おわりに
79
はじめに
WTO加盟（２００１）から１５年経過した中国自動車産業は，生産台数と販売台数の両面で世界１位
となっている。特に２０１２年以降の中国「新常態」経済及び景気減速下，自動車産業はリーディング
産業として内需の拡大及び裾野産業の成長に大きく貢献し，世界から注目を浴びている。一方で，
同産業は国内需要の増加により急速に規模の拡大を果たしたものの，生産能力の過剰，自主ブラン
ド車の未成熟，部品技術の遅れ，研究開発能力の未発達などの課題を抱えている。かかる中，中国
政府は２０１５年に産業振興策「中国製造２０２５」及び「７大戦略業種」を公布し，コア技術の習得，自
主ブランド車の育成を図り，「自動車大国」から「自動車強国」への転換を急いでいる。
産業発展とキャッチアッププロセスの変化に基づき，湯［２００９］は「二段階キャッチアップ工業
化」モデルで，コア技術の習得段階とイノベーション能力の形成段階の重要性を強調し，組立型産
業の事例研究による検証を行った。中国自動車産業の発展は先進国からの技術の導入・吸収，部品
の国産化代替，規模の経済と競争力の形成などの基本的なキャッチアップパターンを辿っている。
しかしこのような発展プロセスを経ているにもかかわらず，現在中国は，有力な地場企業が産業全
体の発展を牽引しているとは言いがたい。なぜならば，部品産業，裾野産業の発展が遅れているか
らである。上記の枠組は，基盤技術への依存度が高い分野や擦り合わせ型分野に関しては，改めて
考察する必要があると考えられる。
そこで本稿では，擦り合わせ型産業を代表する自動車産業に焦点をあて，同産業の発展を検証す
る。まずは，「二段階キャッチアップ工業化」モデルを取り上げ，後発国の産業発展における技術
の習得やイノベーションの役割を明らかにする。つぎに，中国自動車産業の発展，市場の形成を振
り返り，なかでも自主ブランドの育成及びキャッチアップの実態を分析する。そして中国自動車部
品産業の現状とサプライヤーシステムの特徴，エコカー市場の発展戦略について考察する。最後に，
中国自動車産業における「二段階キャッチアップ工業化」モデルの適応性と課題を議論する。
１．産業発展とキャッチアップ工業化
（１）「二段階キャッチアップ工業化」モデルの視点
後発国はいかに産業を発展させ，先進国の産業にキャッチアップするのかは，「後発性の利益」
モデルや「圧縮された発展」論など，従来から様々な議論がなされてきた。末廣［２０００］によれば，
ある産業で「輸入，国内生産，輸出」のサイクルを実現し，同時に同じサイクルをより技術集約度
の高い産業にも順次適用し，国全体の産業構造を高度化していく，このような発展パターンが
「キャッチアップ型工業化」であり，遅れて工業化に乗り出した国がとらざるをえない工業化のパ
ターンである。
一方，異なる工業化の初期条件下で中国の自動車産業は先進国と比べてどの水準にまで追いつい
たのか，また次のキャッチアップ段階がどのようなものとなるのか，同産業を考察するにあたって
は，こうしたキャッチアップパターンとその特徴をより具体的に議論する必要がある。
後発国は発展の初期段階では自国の資源を効率的に配置し，先進国の模倣からスタートしたが，
資本と技術の蓄積が一定のレベルに達した場合，新たなキャッチアップ戦略を構築する必要がある。
したがって，産業発展の原点は新しい技術に対する受容力，新技術と資源の結合力であり，その担
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い手は後発国企業が培ってきた技術の形成能力になるといえる。「二段階キャッチアップ工業化」
モデル（以下，二段階モデルと略称）ではキャッチアップのプロセスが第１段階と第２段階に分け
られ，産業の発展過程が論じられている（図１―１）。
第１段階キャッチアップは，産業のコア技術の習得段階であり，大きく技術の導入，生産能力の
整備，既存技術の改良，コア技術の習得の４段階に分けられる。なかでも「既存技術の改良」を意
味するものづくりについては，外部から導入された技術ノウハウを社内の資源と融合させ，基幹部
品の外部調達を特徴とする生産方式である。
市場の成長期では，企業が低コストの製品を素早く量産し，市場に投入するためには，生産方式
や部品調達システムの構築が重要となる。多くの中国企業は複数の部品メーカーと取引関係を結び，
最適な部品（価格・納期・品質）を調達する。また，製品のデザインをうまく表現すると同時に，
製品コストに応じて部品点数を最小限に減らすことによって，「低コストと製品外観の最適化」を
目指す。研究開発チームは各社から購入した基幹部品を研究・分析し，自社新製品のデザイン，コ
ストに応じて，性能が良い汎用部品の設計や試作（部品メーカーに委託）を行う。こうして，製品
の開発から市場に投入するまでのリードタイムが短縮され，「消費者ニーズ型」の低価格製品を素
早く市場に浸透させることができる。また，上記プロセスを実現するためには国内・海外市場需要
の存在や，汎用部品と多能工が集中する産業集積の形成，などの基礎条件が整ったことも重要であ
る。
市場の飽和期になると，企業の持続的成長におけるコア技術の役割はますます重要となってくる。
コア技術とは製品の機能と付加価値に大きく影響し，新たな価値を創るための核となり得る技術で
あり，模倣や代替の困難性などの特徴がある。自動車業界においては，機械産業の基盤技術をベー
スとするエンジン・変速機の製造・制御技術，軽量化技術，安全技術，エコカー向けの二次電池・
モータ技術など，多種多様なコア技術が存在している。
図１―１ 後発国の産業発展に「二段階キャッチアップ工業化」モデルの概念図
（出所：湯［２００９］より作成）
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後発国では多額な R&D投入，他社との戦略提携，企業買収，などのルートを通じて，コア技術
を獲得する企業が少なくない。一方，技術を吸収する能力が十分に備わっていなければ，買収戦略
のシナジー効果は創出しにくいと考えられる。
市場対応型製品の開発及び量産能力の形成，資本・技術蓄積によるコア技術の習得，などのプロ
セスは，第１段階キャッチアップの成功条件である。そして，イノベーション力の構築段階を意味
する発展プロセスが第２段階キャッチアップであり，大きく新技術の模索，新技術の構築，旧産業
に対する競争力の形成，持続的開発力の構築の諸段階に分けられている。第２段階キャッチアップ
は，長期間にわたる漸進的プロセスであり，この段階には，分野を絞る基礎研究と応用研究の蓄積
を一層深くする必要があり，持続的 R&D投入と人的資源の育成が一層重要となってくる。
図１―２に示すように，後発国では資本の投入と，資源，労働力の優位性により，急速に第１段
階キャッチアップ（No．１）を展開することが可能となる。しかし，成長のトレンドは一定のレベ
ルになると，横ばいの傾向にあり，これは，コア技術の不在がもたらした成長の限界であるといえ
る。そして，後発国企業が再び資本を投入し，コア技術を習得したうえで，第２段階キャッチアッ
プ（No．２）を試みる。仮にイノベーション能力が構築できれば，成長トレンドが生み出され（シ
ナリオ１の方向へ），やがて先進国の成長トレンドとクロスできる。その時になると，後発国は真
のキャッチアップの実現を達成したことになる。
しかし，イノベーション能力の構築が長期的に模索する必要があるため，成長トレンドは「シナ
リオ２」の方向へ向かっていくとすれば，キャッチアップが続くと考えられる。また，中国企業の
キャッチアッププロセスを見ると，市場が拡大する限り，既存技術が新しい工夫で延命されがちで
あり，むしろ競争が熾烈である時期や技術停滞の時期には，コア技術と新技術のキャッチアップが
行われるといえる。
（２）技術受容力と破壊的イノベーション
後発国が先進国の既存技術を利用し，研究開発のコストと時間の節約ができるというメリットは
明らかである１）。技術移転の阻害要因としては，市場制約，労働移動，技術者の欠如，低い技術供
図１―２ 「二段階キャッチアップ工業化」モデルのシナリオ
o２
o.
（出所：湯［２００９］より作成）
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与の対価などの点が挙げられる。後発国にとっては，一般的には成熟技術のほうが比較的習得しや
すく，対価の支払いも節約できることから企業間技術移転は技術レベル向上に重要な形態である。
後発国は先進国から移転してきた技術に対して，技術の定着を図るためには，操作技術の習得，
導入した機械設備の保守，修理と一連の小改良，設計と企画，国産化の５段階が必要となり，解体
整備，修理技術などのメンテナンス能力の育成も重要である（林［１９８６］）。一方，技術を移転する
側と移転される側の経済・技術の格差が大きく，技術移転に関する制約要因も多くあるため，技術
の吸収は一層難しくなる。すなわち，技術の発展は一定の技術的連関（技術リンケージ）を持って
進み，部品，素材，組み立てなどの各関連要素の進歩により，技術進歩を誘発する効果もあり，ま
た，他産業技術の融合による新しい利用方法を生み，技術進歩につながる場合もある（菰田［１９９１］）。
技術リンケージ論は，裾野産業技術の発展を強調し，産業技術全体の向上を図ろうとしている。
しかし，後発国における技術の欠如の一つの理由は，技術リンケージの未確立性にある。技術的連
関の一部が欠如しているとき，その国の技術体系の進歩が妨げられるということになる。特に製品
づくりの際に，「基盤技術」，「中間技術」，「特殊技術」という３つに大別される技術群の積み重ね
がより重要である（関［１９９７］）２）。
日本の場合，プラザ合意以降，アジア諸国の輸入品に対応するために，少品種大量生産から情報
通信技術をベースとした多品種少量生産型産業構造への転換を促進した。ME（マイクロエレクト
ロニクス）化や新素材などの先端技術を中心とした技術融合によって，製品競争力の回復や高付加
価値製品の開発が可能となった。また，多数の中小企業が保有する基盤技術が日本企業の研究開発
を力強くささえている。
先進国から移転してきた技術が定着し，汎用部品の国産化と市場需要の拡大が実現されるように
なる。一方，参入企業の増加に伴い，激しい価格競争が開始され，企業はやがて模倣製品生産から
自社製品の開発への移行に力を入れはじめる。技術習得から技術の改良・生産方式の構築へのプロ
セスは一種のイノベーション能力であると考えられる。
イノベーションの研究については，シュンペーターをはじめ，様々な研究成果が公表されている。
一般的に論じられているイノベーションは大まかに，ブレークスルーなイノベーションとインクレ
メンタルなイノベーションに分けることができる。前者は，既存のもの・機能を突破する根本的な
革新であり，後者とは，根本的な革新から出発し現場で地道な改善を重ねて達成されたニーズ型の
イノベーションである。一方，後発国の企業では，基礎研究によるアイデアの創出が可能であって
も，技術に関連する分野や裾野産業の遅れによって，ブレークスルーなイノベーションは創出しに
くい傾向にある。また，インクレメンタルなイノベーションの創出は既存技術，ノウハウを習得し
たうえに，現場の改善力が必要になり，技術者，多能工，チームワークがより重要になる。
クリステンセンによると，技術革新には持続的イノベーションと破壊的イノベーションがある。
前者は，新しい提案・アイデアによる既存製品の性能を高める技術であり，後者は，顧客のニーズ
から生み出される技術革新であり，従来と異なる価値基準を市場にもたらす（Christensen［１９９７］）。
１）技術とは経営とマーケティングの技術を含むモノの生産，プロセスの応用，またはサービスを実施するための
体系的知識であり，製造技術とは，加工・組み立て技術など財を生産するために重要な技術分野であり，製品技
術とはコスト・性能などを商品化するための基本的なものである。
２）基盤技術は溶融成型・除去加工等の機械金属工業の加工機能を含む。特殊技術はセンサー技術，バイオ，新素
材，IT技術を指す。中間技術とは生産技術，機械操作技術，メンテナンス技術などである。
中国自動車産業のキャッチアップ工業化
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破壊的技術が生み出した製品やビジネスモデルによって既存市場の秩序を乱し，業界構造を変化さ
せてしまうこともある。競争市場では一般に製品は技術進化を続け，新製品の性能も向上させてい
く。一方，既存製品に比べて性能が低いながら，単純・低価格・アクセシビリティなどの特徴を持
ち，既存市場のユーザーとは別のユーザーから支持されるイノベーションが行われることもある。
図１―３の技術経路で前述した「二段階モデル」を考察すると，「A→B」（ローエンド市場への浸
透）は第１段階キャッチアップで，「B→C」（ハイエンド市場への浸透）は，第２段階キャッチアッ
プであり，持続的技術の向上を特徴としている。一方で中国での「破壊的技術」からスタートした
経路では，いきなり「B→C」に到達できず，「B→B’」（ミドルエンド市場へ）という準備段階を経
過するプロセスがある３）。
自動車産業の事例を考察すると，日本の自動車産業は，１９６０年代前半に独自の生産方式とサプラ
イヤーシステムの構築により，１９７０年代の第２次オイルショック以降，対米キャッチアップに成功
し，「トヨタ生産方式」という経営モデルを世界に提示した（藤本［２００３］）。韓国の自動車産業は，１９９０
年代の半ばに米国市場向け輸出志向型戦略の成功や部品産業の強化及び業界の再編を通じて，２０００
年以降世界市場で高いプレセンスを見せている（金［２００５］）。日本の対米キャッチアップから，韓
国のキャッチアップにいたるまで，自主開発の展開及び生産システムの構築により生産と輸出を拡
大することに成功した「A→B→C」のキャッチアップパターンが見られるのである。
これに対して中国自動車産業は，「A→B」の第１段階のキャッチアップを成し遂げ，さらに現在
は企業買収で「B→B’」を意味する第２段階キャッチアップへの準備段階に取り組んでいる。今後，
いかに「B’→C」のハイエンド市場に到達できるかが，中国企業の技術吸収力と受容力が問われて
いる。
３）図１―３については，専修大学大学院経済学研究科の宮本光晴教授のコメント及び資料に基づき，加筆したもの。
また外資系企業の自国市場への参入に対し，政策面における日本政府（阻止政策）と中国政府（誘致政策）の相
違が，日中自動車産業の技術経路に影響を与えるという興味深い指摘もある。
図１―３ クリステンセン「破壊的イノベーション」からみる中国の技術経路
（出所：宮本氏のプレゼン資料より作成）
84
破壊的イノベーションを軸に中国企業のものづくり及びキャッチアップの特徴を考察してみよう
（表１―１）。市場成長期において一部の企業は模倣製品づくりの限界を意識し，製品づくりに関連
する技術分野の選定と応用研究や，先行企業の既存製品を改良した製品づくりを行い，「寄せ集め
型」ものづくりを実施しはじめた４）。すなわち，リバースエンジニアリング５）で得られた情報による
自社設計，部品の寄せ集め，組み立てといったプロセスであり，一見して「模倣製品」になるが実
際には一つの学習能力である（知的財産権問題も多発）。
一方，技術と経営ノウハウの蓄積が一定のレベルに達する企業は，市場ニーズ型製品の構造設計，
外観設計，応用研究を行いながら，外部の研究機関と技術提携，委託研究などの形により，「寄せ
集め型」ものづくりから「ミックス型」ものづくりへ移行していくと見られる。後者は前者より高
い技術レベルに到達し，自前製品の開発能力を構築でき，「オープン・イノベーション論」（Ches-
brough［２００４］）に類似する考え方であろう。
上記の検討をまとめると，需要が存在する前提条件の下で，中国企業は成長期において，要素価
格の競争優位に適応する「寄せ集め型」ものづくりを選択すべきである。また，産業の成熟期にな
ると，製品開発と市場投入のスピードがより重要となり，次第に「ミックス型」ものづくりの選択
が有効となるであろう。こうしたプロセスは「破壊的イノベーション」の視点で捉えることもでき，
中国でよくみられる産業発展のモデルである。しかし，真の持続的成長を実現するためには，イン
クレメンタルなイノベーション能力の構築，ブレークスルーなイノベーションの創出がより重要に
なり，組織内外の資源の融合や研究開発の重視などに取り組む必要があるといえる。
２．中国自動車産業の発展と市場の形成
（１）政府主導の産業発展
中国自動産業の発展は１９５０年代，旧ソ連から技術を導入し，第一汽車，東風汽車（元第二汽車）
表１―１ 中国企業のモノづくりの特徴
市場誕生期 市場成長期 市場成熟期 市場転換期
ものづくりの特徴 ― 寄せ集め型 ミックス型 インクレメンタル型
技術の特徴 技術の模倣 既存技術の改良 外部技術の融合 技術買収・技術改良
市場競争 作れば売れる 価格の競争 製品投入の速さ 技術の競争
品質 悪い 普通 比較的に良い 比較的に高い
製品開発 他社製品の模倣 他社製品の改良 自主開発 他社技術利用・自主開発
基幹部品 外注 外注 外注，内製 内製
製品利益率 高い 普通 低い 普通
イノベーション担い手 外部からの技術者 外部からの技術者 外部機関・社内資源 他社・社内資源
（出所：湯［２０１０］より作成）
４）「模倣製品」とは他社が開発した製品の構造をそのままコピー・部分的に改造して加工する製品のことであり，
常に知的財産権問題や技術の陳腐化問題に直面している。
５）リバースエンジニアリング（Reverse engineering）とは，機械の分解，製品動作の観察，ソフトウェアの解析な
どを行って，そこから製造方法，動作原理，設計図，などを調査することである。
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を中心に，トラックを開発・生産したことからスタートし，その後，第一汽車，上海汽車を中心に，
外国製品を模倣して乗用車生産を行った。国産自主ブランド車としては，１９５０年代から１９６０年代に
かけて製造された「解放」（第一汽車）・「東風」（第二汽車）ブランドのトラック，「紅旗」（第一汽
車）・「上海」（上海汽車）ブランドの乗用車が知られている。高級幹部用車の「紅旗 CA７００」はク
ライスラー C６９を模倣して作られ，中級幹部やビジネス接待用車として作られた「上海 SH７６０」は
ベンツ２２０Sの仕様であった。
１９７０年代末，小平を中心とする中央政府は，１１次三中全会（１９７８年１２月）で開放体制をとり，
漸進的改革を行うものであった。小平の特別認可を受け，１９７９年には第一機械工業部と北京市政
府が北京汽車とアメリカン・モーターズ（現ダイムラークライスラー）の合弁事業を主導し，北京
吉普汽車有限公司を設立した。その後，中国では外資系企業に市場を開放する代わりに，技術移転
を求めるという「市場換技術」方針が実施された。
１９８６年の「第７次５カ年計画（１９８６～１９９０年」では初めて自動車産業を中国のリーディング産業
とすることが明確にされ，国内メーカーには海外からの先進技術の導入や合弁会社の設立が支援さ
れた。１９８７年には政府が乗用車産業の発展を図り，「三大三小二微」（第一汽車，上海汽車，東風汽
車の３大メーカー，広州汽車，北京汽車，天津汽車の３小メーカー，貴州航空工業，長安汽車の２
微メーカー）の産業政策を打ち出た。上記メーカーは，いずれも合弁の形で，外資系企業のブラン
ド車を生産している（表２―１）。こうした合弁事業による技術の導入と生産管理ノウハウの吸収は，
表２―１ 中国における主な自動車合弁企業設立の概要
設立年 主な出資先 合弁企業名 設立年 主な出資先 合弁企業名
１９８４年 北京汽車，AMC 北京吉普汽車 ２００１年 長安汽車，Ford 長安福特汽車
１９８４年 天津汽車，ダイハツ工業 天津夏利汽車 ２００２年 北京汽車，現代自動車 北京現代汽車
１９８６年 広州汽車，Peugeot 広州標致汽車 ２００３年 瀋陽飛機工業，日野 瀋飛日野汽車
１９８５年 上海汽車，VW 上海大衆汽車 ２００３年 華晨汽車，BMW 華晨宝馬汽車
１９８５年 重慶慶鈴，いすゞ 慶鈴汽車 ２００３年 東風汽車，日産 東風汽車（有）
１９９１年 第一汽車，VW 一汽大衆汽車 ２００３年 中国重汽，Volvo 済南華沃卡車
１９９２年 東風汽車，PSA 神龍汽車 ２００３年 東風汽車，ホンダ 東風本田汽車
１９９３年 東風汽車，日産 鄭州日産汽車 ２００４年 広州汽車，トヨタ 広汽豊田汽車
１９９３年 江鈴汽車，いすゞ 江鈴五十鈴汽車 ２００４年 北京汽車，DaimlerChrysler 北京奔馳戴姆勒汽車
１９９３年 長安汽車，スズキ 重慶長安鈴木汽車 ２００７年 福建汽車，DaimlerChrysler 福建戴姆勒汽車
１９９４年 西安飛機工業，Volvo 西安西沃客車 ２００７年 広州汽車，日野 広汽日野汽車
１９９４年 桂林客車，大宇 桂林大宇客車 ２００９年 第一汽車，GM 一汽通用軽型商用車
１９９５年 江西昌河，スズキ 江西昌河鈴木汽車 ２０１０年 広州汽車，Fiat 広汽菲亜特汽車
１９９５年 江鈴汽車，Ford 江鈴汽車（股） ２０１０年 北京福田，Daimler AG 北汽福田戴姆勒汽車
１９９７年 上海汽車，GM 上海通用汽車 ２０１０年 長安汽車，PSA 長安標致汽車
１９９８年 広州汽車，ホンダ 広州本田汽車 ２０１１年 奇瑞汽車，QOROS 観致汽車
１９９９年 南京汽車，Fiat 南京菲亜特汽車 ２０１２年 広州汽車，三菱自 広州三菱汽車
２０００年 一汽夏利，トヨタ 天津一汽豊田汽車 ２０１２年 奇瑞汽車，LandRover 奇瑞捷豹路虎汽車
２０００年 上海汽車，Volvo 上海申沃客車 ２０１３年 東風汽車，ルノー 東風雷諾汽車
（出所：『中国汽車工業年鑑』各年版，各社報道より作成）
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地場自動車産業の技術向上に大きな役割を果たした。１９８０年～１９８９年は中国自動車産業における産
業政策の整備・技術導入の模索期であり，自動車生産台数は１９８０年に２２万台，１９９０年には５０万台に
すぎなかった。
天安門事件（１９８９年）による外資系企業投資の停滞期を経て，１９９１年には「全国汽車工作会議」
が開かれ，商用車から乗用車（セダン）に転換する産業発展の方針が明確された。小平「南巡講
話」（１９９２年）以降，積極的に外資を導入した結果，資本や技術が中国に流入し，中国の自動車産
業の発展を大きく促進した。また，１９９４年には中国政府が外資系企業の誘致を推進するため，中国
初の自動車産業政策「汽車工業産業政策」を発表した。１９９０年～２０００年は中国自動車産業の本格的
な技術導入期である。この時期においては，第一汽車と VW（１９９１年），長安汽車とスズキ（１９９４
年），上海汽車と GM（１９９７年），広州汽車とホンダ（１９９８年）などの合弁企業が相次いで設立され，
中国の自動車産業は成長の軌道に乗った。
２００１年の中国のWTO加盟により，外資系企業の中国進出が加速した。２００４年版の汽車産業政策
（新自動車産政策）により，国内市場シェア１５％以上のグループに対して各社独自の事業戦略を認
め，外資系企業との提携も推進することになった。これにより上記の「三大三小二微」政策が消滅
し，実質的な規制がなくなり，多くの民族系自動車メーカーも業界に参入した。自動車産業投資額
に占める完成車分野の比率は２００１年～２００５年に６０．８％に達し，政府が完成車の合弁事業の発展を優
先していたことが伺える（表２―２）。中国の自動車生産台数は２０００年に２０７万台，２００５年に５０７万
台，２００７年には８８８万台に達した。
２００８年秋以降の世界的金融危機の影響を受け，中国政府は２００９年に「自動車産業振興計画」を打
ち出し，同産業の持続的成長を図っている。同計画は主要９大産業の振興策の一環として発表され
たもので，乗用車の購入税の引き下げ，自動車の買い替え補助，自動車・自動車部品メーカーの再
表２―２ 中国自動車産業の投資額推移（単位：億元）
時期 自動車産業（A） 完成車分野（B） B/A 部品分野（C） C/A
１９８６～１９９０年 １７２．４ ８９．１ ５１．７％ ３９．６ ２３．０％
１９９１～１９９５年 ７５６．１ ３６４．３ ４８．２％ ２１０．４ ２７．８％
１９９６～２０００年 ９６７．７ ４９１．０ ５０．７％ ２６４．５ ２７．３％
２００１～２００５年 ２３５１．６ １４３０．６ ６０．８％ ５９７．８ ２５．４％
２００６～２０１０年 ４，６２１．１ ２，５６０．３ ５５．４％ １，４３１．０ ３０．９％
２０１１～２０１４年 ５，９１８．５ ３，１７３．９ ５３．６％ ２，０７６．６ ３５．１％
（出所：『中国汽車工業年鑑２０１５』，各社報道より作成）
表２―３ 日米中独の自動車生産台数の推移（万台）
２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５
米国 １，１９９ １，１９５ １，１２６ １，０７８ ８６８ ５７１ ７７４ ８６６ １，０３３ １，１０５ １，１６６ １，２１０
日本 １，０５１ １，０８０ １，１４８ １，１６０ １，１５６ ７９３ ９６３ ８４０ ９９４ ９６３ ９７７ ９２８
ドイツ ５５７ ５７６ ５８２ ６２１ ６０４ ４８４ ５４６ ６３１ ５６５ ５６５ ５９１ ６０７
中国 ５２３ ５７１ ７１９ ８８８ ９３５ １，３７９ １，８２６ １，８４２ １，９２７ ２，２１２ ２，３７２ ２，４５０
（出所：中国汽車工業協会，JAMA，OICAの発表より作成）
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編，などの支援策を規定している６）。これをうけ中国の自動車生産台数は，２００８年に米国，２００９年
には日本を抜いて世界首位となっており，自動車産業は中国の基幹産業として位置づけられ，中国
経済を牽引する役割を担っている。（表２―３）
現在，全国では六大自動車産業集積地が形成され，地域ごとに有力な自動車グループが立地して
いる（図２―１）。また全国には省・市レベルの自動車産業パークや産業基地が８０カ所以上あり，地
方政府も自動車関連企業の誘致に力を入れている。
華東地域の自動車産業は主に上汽 VWや上汽 GMなどの完成車メーカーが立地する上海周辺，
外資系部品関連メーカーが進出する無錫・蘇州エリア，地場部品メーカーが集中する台州・杭州・
寧波地域に集積している。華南地域の広州には広州汽車と日系完成車メーカーを中心に部品メーカ
ー約５００社規模の自動車産業が集積している。市東部地域の広汽ホンダ，北部地域の東風日産，南
部地域の広汽トヨタの「日系ビッグ３」が半径４０キロ圏内に集結しており，また多くの系列メーカ
ーが現地進出を果たした。
中部地域の武漢には東風汽車グループを中心に完成車メーカ ２ー２社，部品メーカー約３００社が立
地している。２０１３年からはルノー東風（合弁），GM武漢工場，ボルボ東風（合弁・商用車）など
の３つの合弁プロジェクトが進行している。市政府も「中国自動車シティ計画」，「産業チェーン整
備プロジェクト」を打ち出し，生産能力の増加及び現地調達率の向上を図っている。
こうした外資系完成車メーカー・部品メーカーを中心とするミドル・ハイエンド製品・設備の集
積，大手国有企業グループ傘下の部品メーカーを中心とするローエンド製品の集積，東部沿海地域
６）政府は農村部における四輪・二輪車の普及を狙い，２００９年に「汽車摩托車下郷方案」を実施した。
図２―１ 中国主要自動車産業集積地域（１４年の生産台数）
（出所：『中国汽車工業年鑑２０１５』，『中国統計年鑑２０１５』より作成）
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の独立系民営部品メーカーを中心とするローエンド汎用部品・部材の集積，という３層構造の形成
で，外資系ブランド車と地場ブランド車の棲み分けが可能となり，中国自動車産業の規模拡大に大
きな役割を果たしたのである。
（２）自動車市場の拡大
中国では，工業化の進展や国民所得の増加を受け，マイカーブームが広がっている。自動車販売
台数は，２００９年に１，３６４万台（米国を抜き世界１位），２０１５年には２，４５９万台を記録した。２０００年以
降，中国自動車市場はほぼ２年周期で成長と調整のサイクルを繰り返しつつ，需要と供給のバラン
スが取れた成長を遂げた。一方，２０１２年以降，中国政府は GDP成長率目標を引き下げ，産業構造
の転換を図っており，中国経済も「高度成長」から「中成長」へ変化している。図２―２に示すよ
うに，２０００年～２０１２年の間は平均約２２％の伸び率であったのに対し，現在「新常態」経済の下，低
成長が続いており，２０１３年～２０２１年は約５％に落ち込むと予測されている。このように経済成長と
連動する形で市場の成長トレンドの変化も見られ，中国自動車市場はすでに高度成長期を終え，安
定成長期に突入していると言える。
経済環境の変化が市場低迷のプッシュ要因となれば，新車購入規制及びその前の駆け込み需要の
反動，消費者心理の変化等は，市場低迷のプル要因となるだろう。特に保有台数の増加による道路
の交通容量や駐車場の不足が顕在化し，大都市圏での渋滞問題が大きな問題となっている。現在８
都市が新車購入規制による渋滞緩和を図っているが，今後は他都市に波及すれば，自動車販売にマ
イナス影響をもたらすと予測される。
かかる状況の中，中国政府は２０１５年１０月から１６年末までに小型車（排気量１．６以下）購入税減
税の実施，エコカー関連研究開発への支援，政府機関によるエコカーの使用などの産業支援策を打
ち出し，自動車販売の喚起及びエコカー市場の育成を図っている。上記支援策はリーマンショック
後に実施した産業振興策ほどの効果は期待しにくいが，マイナス成長が続くセダン車市場の下げ止
まりや，新車市場の成長を大きく支えるだろう。
所得の向上や自動車買い替えニーズの増加等は，都市部における自動車需要を低価格車から中価
格車へシフトさせつつある。特に，主要都市では，新車登録が制限されており，複数台数の自家用
図２―２ 年次別の自動車販売台数，伸び率
（出所：中国汽車工業協会の発表より作成）
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車所有が難しいことから，自動車所有をする際，より高級な車を保有する傾向があり，購入単価も
次第に上昇している。セグメント別の販売台数では，セダンが乗用車全体の５割強を占めているも
のの，２０１５年には５．１％減と初めてのマイナス成長となった。一方，スポーツ感覚・モダン感覚な
どの要素を含む SUVは，ファッション性と乗り心地感及び悪路走破性で，若者層やファミリーの
人気を集めている。乗用車販売数に占める SUV割合は２００７年の５．７％から２０１５年の２９．４％に上昇し
ている（表２―４，２―５）。
巨大化する中国自動車市場は今後も拡大傾向であり，一般に中国の GDP伸び率が６％であれば，
国内自動車市場の伸び率は６％を超える可能性が高く，２０２０年前後には３，０００万台に達すると予測
されている（中国汽車工業協会）。
これまでの自動車需要は中国の沿海地域や大都市・省会都市を中心に増加してきたが，近年は，
中部・西部地域及び中小都市へ拡大する傾向にある。中央政府が国民所得の倍増（２０２０年までに一
人当たり収入を２０１０年の２倍へ）及び内需の拡大を明言し，「都市化」を成長の原動力と位置付け
ていく方針を示した。現在，都市部では，今後の自動車市場の主要対象層となっていくと予想され
ている年収９万元（約１５０万円）以上の世帯が増加基調にあり，２０１４年には全世帯の約３割を占め
るまでに増加し，購買層が拡大している。
また，これらエントリーカーニーズに限らず，自動車買い替えニーズも無視できない牽引力となっ
ている。２０１５年末時点の全国自動車保有台数は約１億７，０００万台，２００８年の３．４倍となっている。２０２０
年頃の自動車保有台数が２億台，保有台数全体の約５％が買い替え車で考えれば，買い替え需要は
年間約１，０００万台規模になるものと見込まれている。
日本・韓国の歴史的経緯をみると，中国は数十年ほど遅れて日韓と同様な成長段階に入ったと見
ることができる。千人当たりの乗用車保有台数をみると，日本は１９６４年の２２台から１９７５年の１５４台
表２―４ 分野別の中国自動車販売台数（単位：万台）
セグメント ２０１３年 伸び率 ２０１４年 伸び率 ２０１５年 伸び率
乗用車 １，７９２．８ １５．７％ １，９７０．１ ９．９％ ２，１１４．６ ７．３％
うち： セダン １，２００．９ １１．８％ １，２５０．７ ３．１％ １１７２．０ －５．３％
SUV ２９８．９ ４９．４％ ４１０．６ ３６．４％ ６２２．０ ５２．４％
MPV １３０．５ １６４．０％ １８５．６ ４６．８％ ２１０．７ １０．１％
クロスオーバー １６２．５ －２８．０％ １２３．９ －１８．１％ １０９．９ －１７．５％
商用車 ４０５．５ ６．４％ ３７９．１ －６．５％ ３５１．１ －９．０％
自動車合計 ２，１９８．４ １３．９％ ２，３４９．２ ６．９％ ２，４５９．８ ４．７％
（出所：中国汽車工業協会の発表より作成）
表２―５ セグメント別の乗用車販売台数の割合
セグメント ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年
MPV ２．４％ ３．３％ ３．４％ ３．２％ ７．３％ ９．４％ １０．０％
SUV ６．４％ ９．６％ １０．９％ １２．９％ １６．７％ ２０．８％ ２９．４％
セダン ８８．３％ ８４．３％ ８２．３％ ８０．８％ ７３．６％ ６３．５％ ５５．４％
（出所：中国汽車工業協会の発表作成）
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へ，韓国は１９８８年の２１台から１９９７年の１６６台へと上昇した。中国は２０１４年に８５台（２００８年北京オリ
ンピック時の４倍）に達したものの，依然として自動車普及の途上である。「百世帯当たり自動車
保有台数」は，２０１４年２５台，これは日本（１０８台）の約４分の１に過ぎず，今後も成長余地が十分
に見込まれる。
また，２０１５年の新車販売台数は１００人当たりに換算すると，日本は４台，韓国は３台に対し，中
国はまだ１．８台である（図２―３）。今後１０～１５年も経ち，販売台数が１００人に３台（市場規模は４，０００
万台と推測）になって始めて，市場の飽和が議論され始めるものと考えられる。ただし，中国では，
地域発展のアンバランスや貧富格差の拡大等，自動車販売を抑制する要因は多く，市場の拡大及び
周期的調整はこれらの要因により大きく影響を受ける。中国政府は産業支援策を通じて，省エネ小
型車市場の拡大を推進し，自動車市場の今後の発展方向を示唆している。
３．第１段階キャッチアップの展開
（１）自主ブランドの育成
改革開放以降，中国政府は外資系企業との合弁事業による乗用車の発展を重視し，地場ブランド
の育成に対する意識が薄かった。上記の「紅旗」ブランド（第一汽車）と「上海」ブランド（上海
汽車）の生産はそれぞれ１９８５年，１９９１年に停止した。合弁企業では，外資系企業側が生産方式や技
術の採用を主導しており，地場ブランドの育成及び自主開発能力の形成は必ずしもスムーズに行わ
れていない。
２００５年以降，中国政府は「自動車強国」に向けて産業支援策の実施や次世代自動車産業の育成な
どに取り組んでおり，自主ブランド車に重視する方針を打ち出した。「中国自動車産業第１１回５カ
年計画（２００６～２０１０）」では，自主ブランド車の定義（企業が自主知的財産権を持つ製品ブランド）
や関連する育成策などが公表された。同計画は２０１０年までに自主ブランド車の生産比率５０％を超え
る大手グループ１～２社，中堅企業数社を育成し，国内乗用車市場における自主ブランド車のシェ
ア６０％以上を目指した。また，「自動車産業振興計画」（２００９年）や「自動車産業発展政策」（２０１０
年）では，自主ブランド事業の強化や政策支援などが規定されている。
図２―３ 人口１００人当たり自動車販売台数の比較（単位：台）
（出所：小宮山［２０１１］より作成）
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政府の要請により，大手国有自動車企業グループは，買収先企業や合弁先企業が所有するプラッ
トフォームを利用し，相次いで自主ブランド車の生産に力を入れている。東風汽車は２００９年にプジョ
ーの小型車仕様とエンジンをベースにした自主ブランド「風神」を発表し，上海汽車は買収で獲得
した Roverのプラットフォームを利用し，自主ブランド「栄威」を開発した。広州汽車が Fiatプ
ラットフォームの技術改良により，２０１０年に中型セダン「傳祺（TRUMPCHI）」を販売し，北京汽
車は Saab車の技術をベースとした「北京」ブランドの生産を行っている。
一方，１９９０年代末に登場した奇瑞汽車などの民族系メーカーは国内で話題となったが，政府から
の支援が十分ではなかった。２０００年代半ば以降，多くの民族系メーカーが乗用車市場に参入し，外
資系ブランドが寡占する市場構造に変化をもたらしていた（表３―１）。
民族系の自動車メーカーというのは，外資系自動車メーカーの出資や外資系ブランドの使用がな
く，自主開発で自社ブランド車を製造する独立系メーカーである。多くの民族系メーカーは，「外
資系製品を分解・模倣し，部品を寄せ集めて組み立てを行う」というリバースエンジニアリングの
手法でものづくりをスタートした（湯［２０１１］）。技術・資本の蓄積が一定的レベルに達したときは，
フォワードエンジニアリング開発へ移行し，エンジンや変速機などの基幹部品の内製化を実現した７）。
民族系メーカーでは基礎条件（乗用車事業開始期）によって異なる企業戦略も見られている。以下
では，フォワードエンジニアリング開発に注力する奇瑞汽車，企業買収による技術向上を図る吉利
汽車，SUV戦略に特化する長城汽車，電池技術でエコカー市場の競争優位を狙う BYD汽車，の４
社の事例を紹介する。
１９９７年に設立された奇瑞汽車は創業当初，他社から技術者の誘致，車体設計の外部委託，コア部
品を含む約８割の部品の外部調達で自主ブランドの生産を開始した。コンパクトカー「奇瑞 QQ」
に対し，GMは「SPARK」（GM大宇製）の意匠権侵害を主張し，また，小型セダン「風雲」は一
汽 VW製「ジェッタ」と，中型セダン「東方之子」は GM製「Magnus」との共通点が多かったと
指摘された。２００２年以降，同社は自社設計と基幹部品内製に切り替え，研究開発能力の構築を目指
している。２００５年に「ACTECO」シリーズのエンジンを生産し，２００６年には自主ブランドメーカ
ー１位となった。また同社は，２００９年から「奇瑞」（低価格車），「瑞麟」（中高級車），「威麟」（MPV），
表３―１ 中国の主要民族系乗用車メーカーの概要
企業名 設立 所有形態 本社所在地 乗用車参入年 参入前の事業
奇瑞汽車 １９９７年 国有企業 安徽省蕪湖市 １９９７年 新規設立
吉利汽車 １９８６年 民営企業 浙江省寧波市 １９９８年 二輪車
華晨汽車 １９９１年 国有企業 遼寧省瀋陽市 ２０００年 ワゴン車
BYD汽車 １９９５年 民営企業 広東省深圳市 ２００３年 電池
力帆汽車 １９９２年 民営企業 重慶市 ２００５年 二輪車
長城汽車 １９９０年 民営企業 河北省保定市 ２００７年 ピックアップトラック
江淮汽車 １９６４年 国有企業 安徽省合肥市 ２００７年 トラック・バス
（出所：湯［２０１１］より作成）
７）フォワードエンジニアリング（Forward engineering）はリバースエンジニアリングによって既存システムから
解析することで求められた仕様をもとにして新しいシステムを開発することである。
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「開瑞」（小型商用車）の４ブランドを展開し，生産規模の拡大を果たした。２０１３年には上記の４つ
のブランドから１つのブランド（奇瑞）に集約し，既存の車種モデルの半減や研究開発資源の集中
を実施した。また，フォワードエンジニアリングの手法で自主開発したプラットフォーム「ARRIZO」
を発表し，着実に R&D能力の向上を見せた。
冷蔵庫事業からスタートした吉利汽車は１９９７年に「庶民が買える車」というコンセプトで，乗用
車事業に参入した。当初エンジンや変速機などの基幹部品を外資系企業から購入し，社内で「寄せ
集め型」生産を行った。「車作りは養豚と同じくらい簡単だ」といったオーナー（李書福氏）発言
から当初の同社のものづくりへの姿勢が伺える。その後，地場メーカーの乱立と激しい価格競争に
より，李氏は企業戦略を見直し，品質重視や基幹部品の内製化に方向転換を行った。２００１年以降，
エンジン工場７カ所，変速機工場４カ所を相次いで立ち上げ，エンジン年間生産能力は２０１０年に１００
万台に達した。また２００９年にオーストラリアの DSI（自動変速機メーカー）を，２０１０年にはボルボ
を買収し，研究開発力の向上や製品ラインの拡充を図っている。
長城汽車は SUVとピックアップトラックの生産に特化し，現在中国第８位の自動車グループと
なっている。同社の前身は保定市農村「南大園郷」が１９８４年に設立した長城工業（冷凍車輌の組み
立て）であった。オーナーの魏氏は米国でピックアップトラックの実用性に目をつけ，１９９６年に中
国でピックアップトラックを生産し，２００２年には日本で流行していた SUVも投入しはじめた。当
時，中国では上記２分野の競合相手が少なかったため，同社は低価格戦略で一気に SUV市場シェ
アの拡大を果たした。その後，ZF，Bosch，TRWなどの欧米系部品企業との共同開発やトヨタ生
産方式の導入などを通じて，生産技術の向上を図った。また，外資系サプライヤーと提携を強化す
ると同時に，パワートレインや内外装部品などの内製化も推進している。
１９９５年に電池事業でスタートした BYD汽車は２００３年に西安秦川汽車を買収し，自動車産業に参
入した。自主開発したセダン「F３」はトヨタカローラのコピー車と言われているが，２００９年に中
国乗用車市場の販売台数１位に立った。２０１０年にはドアパネルやボディなど，大型プレス製品の品
質向上を狙い，オギハラ館林工場（金型製造）を買収した（内製率は約７０％）。また，次世代自動
車事業において，同社は EV（電気自動車）技術の開発や欧米企業との技術提携に取り組み，２００８
年に世界初 PHEV（フライングハイブリッド）「F３DM」を開発し，２０１３年には中国のエコカートッ
プメーカーとなっている。近年はエコカー関連のリチウムイオン電池，駆動モータ，モータ制御な
どの基幹部品を全量内製することに成功した。
上記の民族系メーカーの共通点としては，外部の設計企業と提携し，デザインや概観設計に力
を注ぐ，低価格車で中小排気量クラス市場を狙う，海外帰国人材の獲得や他社人材のスカウト
によって，マーケティング力や社内人材の育成及び研究開発力の向上を図る，などが挙げられる。
民族系メーカーが製品のコピーと改造を繰り返した結果，創発的にできたものとしてとられ，「ア
ーキテクチャの換骨奪胎」と評価されている（藤本［２００４］，［２００６］）。一方で，研究開発力が弱い
民族系の自動車メーカーは，過度な価格競争にさらされることによって，他業界への転換や大手地
場企業に吸収されるといった選択を余儀なくされている。
（２）基幹部品の内製
近年，地場メーカーが相次いで欧米系サプライヤーやエンジニア企業と提携し，機関部品の内製
を果たしている（表３―２）。奇瑞，江淮は AVL社（オーストリア）と，長安，華晨は FEV社（独）
と，力帆は RICARDO社（英）と，それぞれ提携・委託開発を行っている。また，BYDや江淮は
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三菱自動車製エンジンを参考に，自社でエンジンの開発を成功した。
北京汽車は SAABから買収したターボチャージャー・変速機技術及び生産ツール・金型を基に，
独 Bosch，米 SWRIと提携し，エンジン・変速機の開発を行っている。また Daimerグループと合
弁で成立した「北汽徳奔汽車中心」が北京汽車の自主ブランド高級車の設計，技術の応用等を担っ
ている。吉利汽車は買収した Volvo Carとの間でプラットフォームの共同開発を進めており，２０１４
年には Honeywellのターボチャージャーを採用した４気筒水冷却式の１．３Tエンジンを開発した。
長安汽車は，世界で R&D拠点９カ所を設置し，技術者７，０００人規模の長安汽車工程研究院を擁し
ている。２０１５年に１．５T，１．８Tに続きダウンサイシングした１．０Tエンジンを開発し，２０２０年までに
は売上 R&D率５％の水準でインテリジェント化技術と新エネ車の開発を計画している。
また，外資系設備メーカーの中国進出，エンジン開発・エンジニアリング企業及びデザイン企業
の存在も，自主ブランドの発展を支えているといえる。現在，多くの民族系メーカーは鋳造，鍛造
からプレス，溶接，塗装までの一貫生産体制を整え，加工技術の向上を果たした。こうしたメーカ
ーの工場をみると，奇瑞には DURR（独）製塗装ライン，KUKA（独）製溶接ロボット，吉利や江
淮には ABB（スイス）製溶接ロボットが導入されている。このように欧州系設備メーカーに依存
する一方，国産設備メーカーの技術向上に伴い，民族系メーカーは国産設備への切り替えも進めて
いる。
さらに，地場系自動車デザイン企業の成長は，民族系メーカーの新車開発やモデルチェンジを加
速させている。元同済大学自動車学科教授が創業した「同済同捷」は，BYDや江淮などの民族系
メーカー約８０社向けのデザイン・エンジニアリング業務を行っており，中国最大の自動車設計企業
となっている。「奇瑞 QQ６」の開発で知名度を上げた「阿爾特」は現在約８００人の技術者を擁し，
日本国内にも技術アドバイザーを配している。設立当初，同社はリバースエンジニアリングでエン
ジンの設計・開発，ボディデザイン・モデル設計などの業務を行っていたが，現在は CAE解析で
開発を行っている。
表３―２ 主要地場自動車企業の自主開発状況と基幹部品調達
企業名 RE FE デザイン エンジン調達先 変速機調達先 製品（参考ベース車）
上汽集団 Ricardo２０２ 内製 内製，GMと共同開発 栄威（Rover７５）
中国一汽 Giugiaro 内製 一汽 VW，Borgwarner 奔騰 B７０（Mazda６）
東風汽車 Giugiaro PSA，内製 ジヤトコ，PSA 風神（CitroenElysee）
中国長安 ○ EDAG 内製 アイシン AW 悦翔（Mazda３）
北汽集団 ― 内製 Boshと共同開発 北京（Saab９―３）
広汽集団 英MIRA 内製 アイシン AW 傳祺（AlfaRomeo１６６）
奇瑞汽車 ○ ○ Berton 内製 内製 旗雲（Jetta）
吉利汽車 ○ ○ Daewoo 内製 内製 豪情（夏利）
BYD汽車 ○ ― 東安三菱，内製 内製 F３（corolla）
長城汽車 ○ ○ ― 内製 内製 精霊（Fiat Panda）
華晨汽車 ○ Giugiaro 内製 内製 中華（BMW）
江淮汽車 ○ ○ Pininfarina 内製 内製 ４R３（Ford）
（出所：各社発表，現地へのヒアリングより作成）（RE : Reverse engineering，FE : Forward engineering）
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J.D.パワーが実施した「乗用車１００台当たりの品質トラブル発生件数」調査を見ると，自主ブラ
ンドは２００５年に４８０回，２０１５年には９８回で，グローバルブランドとの差は大きく縮小している（図
３―１）。自主ブランド車のアセンブリ技術には顕著な向上が見られている。一方，中国自動車業界
では，全体の研究開発投入額が上昇しているものの，R&D売上高比率は２．０％にとどまり，先進国
と大きな格差が存在している（表３―３）。
基幹部品を内製に切り替えた地場企業が増加しているものの，EMSや電子燃料噴射システムな
どのコア技術分野においては，地場企業が依然として Boshや Delphiなどの外資系システム部品
メーカーに頼っている。また，グローバル企業と比べると，地場企業は，依然として研究開発分野
への投入額が少ないとみられる。
（３）生産過剰と市場競争
中国自動車市場が巨大化する一方で企業の乱立，生産能力の過剰，国際競争力の低下，「エネル
ギー利用の非効率」といった長年の課題も抱えている。中国政府は「企業再編」，「工場拡張の規制」
を主導しており，産業構造の転換を図っている。
２０１６年１月時点で中国には完成車メーカーは１０７社あり，そのうち，年間の生産台数が１０万台以
下のメーカーも４４社ある８）。２０１５年の販売実績をみると，中国の自動車市場は３５０万台以上クラス２
表３―３ 中国自動車産業のR&D投資状況（億元）
２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年
売上高（A） １３，７４６．９ １７，０６５．５ １８７６７，０ ２３，８１７．５ ３０，７６２．９ ３３，６１７．３ ３６，３７３．１ ３７，１５５．３ ３９９４２．０
R&D投資額（B） ２４４．８ ３０８．８ ３８８．７ ４６０．６ ４９８．８ ５４８．０ ５９１．３ ７２７．８ ７９４．４
B/ A（％） １．８％ １．８％ ２．１％ １．９％ １．６％ １．６％ １．６％ ２．０％ ２．０％
（出所：『中国自動車工業年鑑２０１５』より作成）
８）工業和信息化部「道路機動車両生産企業及産品（第２８０回）」（２０１６年１月１５日）による。乗用車以外，専用車・
特殊車メーカーが２６３社ある。
図３―１ 乗用車１００台当たりにおける品質トラブル件数
（出所：J.D.パワーの発表より作成）
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グループ，２００～３００万台クラスの３グループ，４０～１３０万台クラスの７グループ，主要１２グループ
（２大＋３中＋７小）の構造となっており，上位１２グループの集約度は２０１５年に９３．５％（１２年比６．２
ポイント上昇）となっている（表３―４）。
また，外資系企業が拡大する中国市場を見込み，生産能力の強化に力を入れている。世界自動車
関連企業の対中投資額は２０１２年に世界全体の約６０％に上り，中国全体の自動車生産能力の拡大を後
押している。能力の拡張は計画から実施までに約３年以上を要するため，地場企業の多くが市場の
高成長期をベースにした投資計画を進めた結果，過剰な生産能力を抱えている。主要グループの生
産計画を合わせると２０１５年の生産能力は３，８００万台を超えた。市場需要予測と比べると約１，３００万台
の過剰生産で乗用車業界の平均稼働率は２０１０年の８１％から６７％へと低下する見通しである。一方，
業界全体として生産能力が需要を上回っているものの，一部の外資系メーカーは依然として生産能
力が不足しており，能力の拡大を急いでいる。
リーマンショック以降，中国政府は「自動車産業調整と振興計画（２００９～２０１１年）」を発表し，「４
大，４小」の計８自動車グループの形成という産業の統合・再編の方向性を明言した。「４大」（第
一汽車，上海汽車，東風汽車，長安汽車）による全国レベルの再編と，「４小」（北京汽車，広州汽
車，奇瑞汽車，中国重汽）による地方レベルの再編を通じて，大手グループ２～３社と中堅グルー
プ４～５社という構造の構築を計画した。
政府は生産過剰の問題を解消するため，２００９年からの業界再編策や行政認可の厳格化に続き，２０１３
年に主要９業種に対する再編策を発表し，２０１４年には「外資投資産業指導目録」を改訂し，自動車
製造業を「投資奨励項目」から初めて「投資制限項目」に格下げした。また「自動車業界撤出規制
（２０１２年）」では，２年連続で販売台数が少ない企業（乗用車販売台数は年間千台以下等）に対し生
産認可を撤廃するなども規定している（１５年末時点，乗用車企業１４社を撤廃）。今後，工場新設を
狙う企業は，経営不振の完成車企業の買収や西部地域（規制緩和）への進出などにより，生産認可
表３―４ 自動車企業主要１２グループの販売台数（単位：万台）
順位 グループ 所有形態（管轄先） ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年
１ 上海汽車 国有（上海市） ４４６．１ ５０７．３ ５５８．４ ５８６．４
２ 東風汽車 国有（中央政府） ３０７．９ ３５３．４ ３８０．３ ３８７．３
３ 中国一汽 国有（中央政府） ２６４．６ ２９０．８ ３０８．６ ２８４．４
４ 長安汽車 国有（兵装集団） １９５．６ ２２０．３ ２５４．８ ２７７．７
５ 北京汽車 国有（北京市政府） １６９．１ ２１１．１ ２４０．１ ２４８．９
６ 広州汽車 国有（広東省政府） ７１．２ １００．４ １１７．２ １３０．３
７ 華晨汽車 国有（遼寧省政府） ６３．８ ７７．７ ８０．２ ８５．６
８ 長城汽車 民営 ６２．５ ７５．４ ７３．１ ８５．３
９ 江淮汽車 国有（安徽省政府） ４４．９ ５１．４ ４６．５ ５８．８
１０ 吉利汽車 民営 ４９．１ ５４．９ ４１．８ ５６．２
１１ 奇瑞汽車 国有（蕪湖市政府） ５６．３ ４９．３ ４８．６ ５１．８
１２ BYD汽車 民営 ４５．９ ５０．６ ４３．８ ４４．５
Top１２の市場シェア合計 ８７．３％ ９２．９％ ９３．４％ ９３．５％
（出所：中国汽車工業協会の発表より作成）
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の獲得に取り組むと見られている。
なお，中国政府は自動車企業の統合・再編を推進しているものの，省・地域を超えた再編は依然
少ない。主な原因は，地元企業が省外企業に吸収されると，その分の財政収入や雇用などに関わる
ため，地方政府が消極的であることにある。
一方，生産過剰といわれる環境でも VW・GMなどの外資系メーカーは更なる能力の増強に取り
組んでおり，ブランド力と生産能力で他社を一段と圧倒して競争優位を図っている。乗用車市場で
は，外資系合弁メーカー８社が Top１０にランクインされ，地場系では長安汽車と長城汽車が第５位，
第９位となっている（表３―５）。車種別の販売台数（セダン）を見ると，欧米系８車種が販売台数
上位を占めている。上汽 VWの Raviaは，対競合車種の価格優位性やスポーツ感覚のデザインなど
で，消費者の人気を集め，販売台数のトップとなっている。東風日産の Sylphyは，コストパフォ
ーマンスで消費者の人気を集めており，Raviaに迫る勢いを見せている。ここ数年，消費嗜好の変
化や企業の販促活動により，Top１０車種は毎年入れ替わっているものの，上汽 GMの Excelleと一
汽 VWの Jettaは安定して上位にランクインしている（表３―６）。
中国における生産能力の増強，複数ブランドの展開，現地市場向けの新車種・新技術の導入が欧
米系企業の「見える強さ」として挙げられる。VWは２００７年に TSI直噴式エンジン，２００９年に DSG
型変速機を導入し，世界最先端のパワートレイン技術で中国消費者に PRしている。２０１２年以降，
VWは中国の燃費規制強化に対応し，「BLUEMOTION TECHNOLOGIES」の中国への導入を加速
している。GMは中国で「Drive to Green」戦略を前面に打ち出し，中国市場にパワートレイン・
軽量化・Start−stop等の最先端技術の導入を宣言した。また，上海には中国最大規模の R&Dセン
ターを設け，電池，軽量化材料，エンジン，車載ネットワークなどの分野に渡り，パワートレイン
や車両の設計・エンジニアリング，情報技術など研究開発を行っている。
一方，中国市場の人脈優位性と自国産業における特殊な位置づけを最大限に活用し，自国政府に
よる最強の後押しにより積極的な事業計画を推進することは欧米系企業の「見えない強さ」である
と考えられる。要するに，欧米系企業はプロモーション戦略として積極的に新技術を中国に導入し
政府間の外交関係をうまく活用しながら，燃費・安全等における技術の先進性を中国政府に提案す
表３―５ 中国乗用車メーカー販売台数 Top１０（単位：万台）
順位 メーカー名 ２０１３年 メーカー名 ２０１４年 メーカー名 ２０１５年
１ 上汽 GM（米） １５４．３ 一汽 VW（独） １７８．１ 上汽 VW（独） １８０．６
２ 上汽 VW（独） １５２．５ 上汽 VW（独） １７２．５ 上汽 GM五菱（米） １８０．０
３ 一汽 VW（独） １５１．３ 上汽 GM（米） １７２．４ 上汽 GM（米） １７２．５
４ 上汽 GM五菱（米） １４２．６ 上汽 GM五菱（米） １５８．６ 一汽 VW（独） １６５．０
５ 北京現代（韓） １０３．１ 北京現代（韓） １１２．０ 長安汽車（中） １１１．３
６ 東風日産（日） ９２．６ 重慶長安（中） ９７．３３ 北京現代（韓） １０６．３
７ 重慶長安（中） ８２．２ 東風日産（日） ９５．４ 東風日産（日） １０２．６
８ 長安 Ford（米） ６８．３ 長安 Ford（米） ８０．６ 長安 Ford（米） ８６．９
９ 長城汽車（中） ６２．７ 東風 PSA（仏） ７０．４ 長城汽車（中） ７５．３
１０ 一汽トヨタ（日） ５５．４７ 東風起亜（韓） ６４．６ 東風 PSA（仏） ７１．１
（出所：中国汽車工業協会の発表より作成）
中国自動車産業のキャッチアップ工業化
97
る。これにより中国の自動車関連政策に影響を与えられれば，自社技術基準で業界スタンダードの
確立が容易になり，システムサプライヤーとも連携し，中国系企業にモジュール製品を提供するこ
とも視野に入る。また，現地化された技術・モジュールを中国市場向けの専用車に応用し，消費者
市場への浸透も図っている。
中国系企業はセダンでは外資系企業に勝てないものの，SUVでは低価格戦略を武器としシェア
の拡大を果たした。長城汽車の中型 SUV「Hover」は，２０１０年に CR―V（東風ホンダ）を抜き５年
連続で１位を維持しており，江淮汽車は２０１４年に小型 SUV「瑞風 S３」に投入し，外資系競合車種
の半額程度で同分野のトップに躍り出している。セダン販売が低迷する中，中国系企業は SUVへ
の依存度がますます高くなっており，上記２社の乗用車販売台数（２０１５年）に占める SUVの割合
はそれぞれ９２％，７３％に達した。
中国企業はヒット商品を生み出しても，それに過度に依存して失速する事例が多いため，引き続
き R&Dを重視し，技術の向上に力を入れる必要がある。今後は市場競争が激化し，資金力と R&
D力の弱い企業が消耗戦に堪え切れず，業界再編が加速する可能性も高い。
一方，価格競争に本格的に巻き込まれることを意識し，海外生産・販売を狙う地場企業も増加し
ている。２０１４年末時点，地場完成車メーカーの海外生産能力は１５０万台を超えている（各社発表に
よる概算）。吉利汽車が２０１３年にMBH（英），２０１４年に Emerald・Automotive（英 EV開発企業）
を買収し，イギリスのコベントリーでタクシー車両「TX４」の生産を行っている。BYD汽車がブ
ラジルで EVバス工場を建設しリチウムイオン電池モジュールの組み立てを行うほか，南米地区の
研究開発センターの役割も担っている。
また，近年一部の地場メーカーは中央政府が提唱している「一帯一路」構想を狙い，同構想の関
係国における現地生産の拡大を図っている９）。上海汽車は，２０１４年にタイ CPグループとの合弁で
表３―６ 中国自動車市場の車種別販売台数 Top１０（２０１５）（単位：万台）
セダン SUV
車種 所属企業 販売台数（万台） 車種 所属企業 販売台数（万台）
Ravida 上汽 VW（独） ３７．９ HoverH６ 長城汽車（中） ３７．３
Sylphy 東風日産（日） ３３．４ Tiguan 上汽 VW（独） ２５．５
Excelle 上海 GM（米） ２９．０ 瑞風 S３ 江淮汽車（中） １９．７
Sagitar 一汽 VW（独） ２８．０ 瑞虎 奇瑞汽車（中） １８．７
Jetta 一汽 VW（独） ２７．５ CS７５ 長安汽車（中） １８．６
Avante 北京現代（韓） ２６．７ 幻速 北京汽車（中） １８．１
Santana 上汽 VW（独） ２５．６ CS３５ 長安汽車（中） １６．９
Corolla 一汽トヨタ（日） ２５．４ HoverH６ 長城汽車（中） １６．８
Cruise 上汽 GM（米） ２４．６ X−TRAIL 東風日産（日） １６．６
Escort 長安 Ford（米） ２０．４ Envision 上汽 GM（米） １６．３
（出所：中国汽車工業協会の発表より作成）
９）「一帯一路」構想は，中国と中央アジアを結ぶ「シルクロード経済ベルト」（一帯）と，中国からインド洋へ抜
ける「２１世紀海上シルクロード」（一路）を建設する経済連携構想である。
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乗用車生産を開始し，第２工場の建設も計画している。２０１５年にはインドネシアにMPV工場の設
立（年産能力１５万台）を発表し，東南アジア事業の拡大を図っている。輸出台数トップの奇瑞汽車
は２０１６年にイラン工場を拡張し，生産能力を５万台から１０万台に引き上げると発表した。
２０１５年の中国自動車輸出台数はブラジル市場とロシア市場の低迷により前年比１９．５％減の７２．８万
台にとどまっている（図３―２）。イラン，アイジェリア，エジプトなどの発展途上国が主な輸出先
として挙げられる。今後，地場企業の技術向上や海外生産の拡大に伴い，中国の自動車輸出台数は
徐々に増加していくと予測される１０）。
４．第２段階キャッチアップへの道
（１）自動車部品産業の遅れ
自動車は約３万点の部品によって構成されており，様々な工業技術が集約されている。部品の調
達については，一次部品メーカー（Tier１）が部品を集め，「モジュール」として完成車メーカー
に提供するという形が近年見られる。多くの二次・三次部品メーカー（Tier２，Tier３）は，プレ
ス，冷鍛，熱鍛，研磨等の機械加工関連技術の専門性を生かし，特定の加工工程を担当している。
自動車部品産業，素材産業の発展遅れや，地場部品メーカーの未育成などが中国自動車産業のキャッ
チアップに大きな困難をもたらしている。
中国の自動車部品産業は，自動車生産の拡大や，部品国産化率の向上などの要因によって，２０００
年以降急速に成長している。中国には，自動車部品関連メーカー約１１，０００社（２０１４年末）が存在し
ており，安価な労働コストを生かし，低価格製品を武器に，企業の競争力を維持している。
中国では，自動車部品の輸入代替が進んでいるが，付加価値が高い部品群については，依然とし
て外資系企業に頼っている。特にエレクトロニクス技術を駆使する制御システム・電装品，精度の
高いエンジン・ボディ関連製品，新素材を使用した内飾品などの分野では，地場企業は明らかに遅
１０）中国汽車工業協会は海外生産の拡大を推進し，「２０２０年には自動車輸出及び海外生産台数が３００万台に達し，有
力企業５社を育成する」という目標を掲げている（２０１５年中国汽車走出去フォーラム）。
図３―２ 中国の自動車輸出台数推移，地域別の割合（２０１５）
（出所：中国汽車工業協会の発表より作成）
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れている。現在，多くの地場部品メーカーでは，コストコントロールの能力には顕著な向上が見ら
れるものの，製品品質の安定性には依然として課題を抱えている。またコア部品技術の遅れにより，
製品の差別化などの面で外資系企業に劣後している状況である。万向集団，䈹柴控股，華域汽車系
統などの少数企業を除くと，地場部品メーカーは生産規模自体が小さく，競争力も弱い（表４―１）。
拡大する中国自動車市場を狙い，Boschなどの外資系部品メーカーは中国で多拠点を設け，現地
生産や研究開発を行っている（表４―２）。また，高品質部品を求める地場完成車メーカーの増加に
伴い，系列を超える技術提携や取引強化などの動きもみられている。かかる中，中国の自動車部品
生産は寡占化の傾向が高まっており，主要自動車部品１８２品目のうち，外資系企業の生産量が３０％
以上のシェアを占める部品が８０品目，全体の４４％に上る（表４―３）。
表４―１ 中国の主要自動車部品企業グループ（一部）
企業名 所在地 １４年売上高（億元） 主な製品 系列
万向集団 杭州 １，２６９．８ パワートレイン関連部品 独立系
䈹柴控股 䈹坊 １，００３．６ ディーゼルエンジン，部品 独立系
華域汽車系統 上海 ７３９．７ 車体部品等 上海汽車
広西玉柴機器 玉林 ４０１．２ ディーゼルエンジン，部品 独立系
広汽集団零部件 広州 ２３４．６ エアコン，シート 広州汽車
北京海納川 北京 １６０．５ 各種部品 北京汽車
山東玲瓏輪胎 煙台 １５２．１ タイヤ 独立系
中信戴卡 秦皇島 １５１．９ ホイル，車輪 独立系
双銭集団 上海 １４７．３ タイヤ 独立系
上海匯衆汽車製造 上海 １４２．８ シャシ等 上海汽車
福耀ガラス 福清 １２９．３ 自動車ガラス 独立系
東華汽車実業 南京 １２６．７ 制御部品，シャフト 上海汽車
法斯特汽車伝動 西安 １１９．３ 変速機 独立系
長春一汽富維汽車 長春 １１２．７ 自動車電子・内外装部品 第一汽車
（出所：『中国汽車工業年鑑２０１５』，各社 HPより作成）
表４―２ 在中国の主要グローバル自動車部品企業の拠点数（２０１４年末，カ所）
企業名（国） 進出年 生産拠点 R&D拠点 企業名（国） 進出年 生産拠点 R&D拠点
Bosch（独） １９８９年 ２６ １１ TRW（米） １９９２年 １５ ３
デンソ （ー日） １９９４年 ２５ ２ Delphi（米） １９９４年 ２２ ３
Magna International（加）１９９６年 ３０ ７ Valeo（仏） １９９４年 ２６ ３
Continental（独） １９９４年 ２３ １３ 住友電工（日） １９９３年 ３３ １
現代MOBIS（韓） １９９７年 ６ １ 矢崎総業（日） １９８８年 １９ ３
アイシン精機（日） １９９５年 ２４ １ ThyssenKrupp（独）１９９５年 ９ １
Faurecia（仏） １９９５年 ３８ ４ Schaeffler（独） １９９５年 ３ １
Johnson Controls（米） １９９５年 ６３ トヨタ紡績（日） １９９５年 １６ １
（出所：各社 HP，各種報道より作成）
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また，地場の完成車メーカーは，コア部品の内製化を実現したものの，R&D能力が弱いため，
市場ニーズ対応型の技術改良やデザイン設計の分野に偏っている。２０１４年の特許取得件数における
「発明特許」の比率を見ると，外資系企業の約８６％であったのに対し，地場系企業は約３３％にとど
まっている。一方，地場自動車関連企業は「実用型新製品」特許計４８，４１６件を取得し，特許取得件
数全体の約４割に達している（表４―４）。
精密な金属加工技術を代表する自動車ベアリング業界では，高度な技術力及び幅広い製品を供給
する生産能力が必要となるため，欧州系の SKF，Schafeeler，日系の NSK，NTN，Jtektと米 Timken
の６社が約８０％の世界市場シェアを握っている。中国では，外資系企業が現地における開発機能の
強化や生産能力の増強を行っているのに対し，地場企業は技術とブランド競争力の劣位により，ロ
ーエンド・ミドル製品の生産に集中している。
また，部品の品質向上を支える部材産業の遅れも目立っている。中国では一般鋼板の生産能力過
剰に対し，自動車の軽量化につながる高張力鋼板（ハイテン等）の生産能力不足や技術の遅れ等の
問題が存在している。政府が鉄鋼産業の再編・生産能力淘汰を推進している中，地場鉄鋼メーカー
は相次いで外資系企業との技術提携や完成車メーカーと共同実験室の設立に取り組んでおり，高張
力鋼板製品の量産を図っている。鞍山鋼鉄は２０１４年に神戸製鋼所と合弁で冷延高延力鋼板事業を開
始し，華菱鋼鉄は ArcelorMittalと合弁でハイエンド自動車鋼板の生産を行っている。
中国自動車業界では乗用車燃費規制の強化を背景に完成車メーカーがアルミ板材の採用拡大を通
表４―３ 中国自動車部品生産量における外資系企業シェア５割以上の品目例（２０１４年）
エンジン関連 割合 ボディ・内外装 割合 動力制御関連 割合
エンジンスターター ７３．７％ シートスライドレール ８５．７％ オルタネーター ８４．０％
トランスミッションカバー ５９．１％ アルミホイール ７３．８％ パワーステアリング ７９．３％
ガソリンフィルター ５６．８％ 自動車ガラス ５５．７％ パワーステアリングデバイス ７０．６％
ピストンリング ５５．５％ ルーフパネル ５５．２％ ステアリングジョイント ６７．９％
高圧オイルパイプ ５３．７％ パワールーフ ５２．４％ インデペンデントサスペンション ６５．４％
シリンダーヘッド ５２．９％ シートベルト ５２．４％ トランスファーケースアセンブリ ６３．８％
サイレンサ・エキゾースト・パイプ ５２．８％ 操縦室・ボディ・アセンブリ ５２．０％ クラッチアセンブリ ６１．２％
吸・排気バルブ ５０．６％ エアバック ６７．５％ クランクシャフト ５９．２％
（出所：『中国汽車工業年鑑２０１５』より作成）
表４―４ 中国自動車関連４分野の特許取得状況（件）
分類
分野
２０１３ ２０１４
外資系企業 地場企業 外資系企業 地場企業
外観設計 ７９０ ５，１７５ １，０６２ ５，８３７
実用型新製品 ６６３ ４５，５２０ １，０９６ ４８，４１６
発明特許 １０，９９６ ４０，１６５ １３，４９４ ２６，５８３
合計 １２，４４９ ９０，８６０ １５，６５２ ８０，８３６
発明特許比率 ８８．３％ ４４．２％ ８６．２％ ３２．９％
（出所：『中国汽車工業年鑑２０１５』より作成）
注：エンジン，ボディ，シャシ，電子部品の４分野
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じて製品の軽量化と燃費改善に取り組んでいる。その市場の拡大を見据えて，Novelis，神戸製鋼
所などの外資系素材メーカーは設備投資を拡大し，量産体制の整備を急いでいる。一方，西南䷒業，
南山䷒業などの地場企業が製錬・圧延技術の遅れにより製品の研究開発・試作段階にとどまってい
る。また，中国では NVH（Noise，Vibration，Harshness）に対応する地場防振材・防音材メーカ
ー（１００社以上）が主にアフター市場向けに部品を納入しており，住友理工，Palzer等の外資系化
学素材企業がミドル・ハイエンド車市場向けの生産・販売を行っている。
（２）サプライヤーシステムの現状
日系完成車メーカーは原則として，部品メーカーとの取引が安定的に継続する仕組みを採用して
おり，部品メーカーに組立，検査，開発などを一括して外注する。一方，欧米系サプライヤーは，
特定分野で寡占的な技術を持っており，複数の完成車メーカーに製品を納入している。こうした差
が生じた要因は，日系部品メーカーが完成車メーカーの仕様図に応じた開発を実施することに対し，
欧米系部品メーカーは独自に設計・開発を行うことにある。
中国では生産規模や技術力によって，地場完成車メーカーが，それぞれ異なるサプライヤーシス
テムを採用し，調達コストの削減に工夫している。大手国有自動車企業グループは，基幹部品を含
む大半の部品をグループ内で調達しているが，残りの部品は，外資系部品メーカーや，グループ外
の地場部品メーカーから調達している。また，調達コストの削減や系列企業の競争力の向上などを
狙い，外部調達を徐々に拡大している。
民族系の自動車メーカーは，安定的な低価格製品の製造を可能にするため，多数の部品メーカー
と取引関係を持ち，価格競争をさせている。生産規模が小さいメーカーは，エンジンなどの基幹部
品を複数の外部メーカーから調達し，社内で組み立て工程を実施している。一定的生産規模を持つ
中堅メーカーは，基幹部品の内製化を実現したが，制御系・安全系のシステム部品を外資系部品メ
ーカーから調達している。
東風乗用車のサプライヤーは２０１５年末時点約５６０社であり，グループ内のサプライヤーが約５０社
である。同社はグループ内サプライヤ １ー２社及びグループ外サプライヤ １ー０社を戦略パートナーと
して選定し，技術提携・共同開発を実施している。部品事業を統括する東風汽車零部件集団は，部
品子会社・関連会社３３社を擁し，東風グループに部品を提供している。長安汽車はパワートレイン
部品やシャシ関連部品を主要グループ企業１４社から調達しており，近年は品質の向上と生産コスト
の抑制を図るため，外資系部品メーカーと合弁生産を進めている（表４―５）。また安定調達の視点
で自社工場の設置に合わせて部品産業パークを設立し，部品メーカーの現地集積戦略も進めている。
奇瑞汽車は，Delphiや TRWの安全系・AV系製品，BoshやMagneti Marelliのエンジン制御・
駆動伝動系部品などを調達し，吉利汽車は Hellaのボディーコントロール，センサーなどの電子部
品を使用している。また長城汽車は Eaton，萬都，Bosch等の外資系サプライヤーと提携し，安定
的調達を図っている。
中国のサプライヤーシステムが複社発注で投資リスクをサプライヤーに押し付けるような関係か
ら，１社発注でかつリスクを自動車メーカー側が一部負うような関係に変化しつつあるとする（丸
川［２００３］）。この視点は一部の大手国有企業グループには当てはまるが，多くの民族系メーカーは
部品のコスト削減及び完成車の価格競争力を維持するため，依然として複社発注の形で部品メーカ
ーとの取引を行っている。
地場の完成車メーカーは，一部のコア部品・基幹部品をグループ内の出資企業あるいは独立系部
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品メーカーから調達しているが，その他部品・汎用部品は基本的に複数の部品メーカーに発注して
いる。製品の技術力と価格によって，同一製品の生産企業も A，B，Cなどにランク分けされてい
る。調達量の６０～７０％を Aランクメーカー，２０～３０％を Bランクメーカー，約１０％を Cランクメ
ーカーから調達する，といった配分の仕方が地場の部品調達システムの主流となっている（一般的
に Aランクメーカーの製品価格はやや高い）。
また，一部の地場の完成車メーカーは，複数の部品メーカーから相見積を取り，一定の品質と価
格要求を満たす部品メーカーから調達することで，品質と価格の最適化を追求している。このよう
な調達システムの狙いは，調達先の固定化を避け，供給企業間の競争を促進することによって，常
に最も安い部品調達先を確保できることにある（湯［２００９］a）。
地場の Tier１部品メーカーは，公開入札方式や，完成車メーカーとの共同開発などを通じて，
完成車メーカーに部品のユニットやモジュールを提供している。モジュールの構成部品を複数の
Tier２，Tier３メーカーから調達し，基盤部品を少数のサプライヤーから購入している。鋼板など
の主要素材については，完成車メーカーからの供与や，完成車メーカーとの共同調達，などの方式
が存在している。完成車メーカーへの部品納入は，主に VMI方式（部品メーカーが在庫を管理す
る）１１）を採用すると見られる。
地場の部品メーカーは，通常複数種類の部品を完成車メーカーに納入し，特定部品の製品コスト
を厳しくコントロールしている。納入した部品の中では，不採算の部品分野を他種類の部品の収益
によって埋めることがよく見られる。しかし，完成車メーカーが内外環境の変化に応じて，常に調
達先の入れ替えを行っている結果，長期かつ安定的取引関係の構築は一層難しくなっている。
さらに中国では，完成車メーカーが部品コスト削減を重要視するため，多くの部品メーカーは，
表４―５ 長安汽車の外資系サプライヤー例（一部）
部品 サプライヤー 部品 サプライヤー
ECU Delphi（米） 油圧ステアリング 萬都（韓）
酸素センサー Delphi（米） ショックアブソーバー 萬都（韓）
エンジンピストン Mahler（独） ブレーキ TRW（米）
タイミングチェーン Schaeffler（独） EPSアセンブリ TRW（米）
吸排気フェイザー Delphi（米） ステアリングホイール KSS（米）
ターボチャージャー BorgWarner（米） バキュームブースター Bosch（独）
６AT アイシン精機（日） エアパック KSS（米）
ドライブアクスル GKN（英） シートベルト KSS（米）
エンジンベルト Gates（米） ウインドウレギューレータ ハイレックス（日）
ダッシュボード Visten（米） マフラー Tenneco（米）
ヘッドランプ 小糸製作所（日） ABS TRW（米）
ドアロック Magna（加） 蓄電池センサー Bosch（独）
（出所：同社へのヒアリングより作成）
１１）VMI（Vendor Managed Inventory）とは，完成車メーカーの近郊で部品メーカーが部品の在庫管理を行い，需要
に応じて必要な部品のみを完成車メーカーの工場へ支給する仕組みである。
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完成車メーカーから開発償却を受けないままで，部品の開発・試作を行っている。こうした中で，
自動車部品メーカーは，過当競争によって収益が低下し，研究開発を軽視するなどの悪循環に陥り
やすくなっていると考えられる。
このように，完成車メーカーと部品メーカー間の取引関係は，コストを重要視する米国型の取引
関係に類似しているが，自動車市場の成熟化につれ，いつしか限界を迎えるのではないかと考えら
れる。このような産業構造の結果，価格競争が激しくなり，一部の地場部品メーカーは，研究開発
の投入を抑制し，収益の低下や経営の悪化に陥るだろう。また，急速な市場環境の悪化が地場部品
メーカー経営を圧迫し，サプライチェーンマネジメントの非効率性が運転資金の増加につながって
いる。
一方で，地場自動車関連メーカーは，競争力を向上させるために，技術力を持つ海外自動車関連
企業の買収を進めている（表４―６）。買収件数は，２００５年～２０１４年に計５４件，独・仏などの西欧企
業をターゲットとした買収が多いと見られている１２）。部品企業の買収が増加する中，裾野分野にも
その波が押し寄せた。武漢鋼鉄による独 ThyssenKupp傘下鋼板メーカーの買収（２０１３年），南車株
洲時代による独 NVHメーカー BOGE（２０１４年），中鼎密封件による独防音材メーカーWeguの買
収（２０１５年）などの事例も挙げられる。
低価格車分野における生産能力の過剰や業界再編に伴い，地場部品メーカーは価格競争だけで競
争力を維持することはできず，やがてコア技術の獲得に力を入れ始める。中国政府が，合弁事業に
よる完成車の技術移転や地場自動車産業の保護を優先し，自動車部品産業の育成を看過したことは，
民族系の自動車部品産業の発展が遅れている要因の一つであろう。また，中国の自動車部品サプラ
イヤーシステムは地場部品メーカーの成長に障壁をもたらしている。今後，自動車部品技術の吸収・
向上，裾野産業の育成，人材の確保などが，中国自動車部品産業の鍵となり，自主ブランド車の競
争力を左右すると考えられる。
（３）エコカー産業の育成と課題
地場完成車メーカーが既存パワートレイン技術で先行する外資系メーカーに太刀打ちできないな
表４―６ 中国自動車産業の主な海外企業買収事例
企業名 実施年 M&A先・事業内容 企業名 実施年 M&A先・事業内容
万向集団 ２００９年 米 DSド・ライブシャフト分野 寧波韵昇 ２００９年 日興電機・部品事業
京西重工 ２００９年 Delphi墨・仏拠点・ブレーキ事業 BYD汽車 ２０１０年 オギハラ館林拠点・金型事業
䈹柴動力 ２００９年 GM仏 Strasbourg拠点・変速機事業 海納川 ２０１１年 Inalfa Roof・ルーフ事業
䈹柴動力 ２００９年 Moteurs Baudouin仏拠点・エンジン事業 波鴻実業 ２０１２年 加ウェスキャスト・マフラー事業
上海汽車 ２００７年 イギリスMG Rover・完成車事業 青年汽車 ２０１２年 蘭 Spyker Cars・完成車事業
上海汽車 ２００９年 イギリス LDV・商用車事業 東風汽車 ２０１４年 仏 PSA株式の１４％を取得
北京汽車 ２００９年 スウェーデン Saab・完成車事業 方源資本 ２０１４年 米 Key Safety・エアパック事業
吉利汽車 ２００９年 オーストラリア DSI・変速機事業 中航集団 ２０１５年 米 Henniges・シーリング事業
吉利汽車 ２０１０年 Volvo・完成車事業 中国化工 ２０１５年 伊 Pirelli・車タイヤ事業
（出所：各社発表より作成）
１２）Deloitte「中国汽車行業界報告（２０１４）」による。
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か，大気汚染の深刻化もあり，中国政府はエコカー産業の育成に力を入れ，次世代自動車分野での
競争力形成を目指している。中国科学技術省が主導する EV産業の育成路線に対し，中国工業情報
省は２０１１年に初めてハイブリッド（HEV）産業の発展について言及し，HEV車分野の優先的育成
を示した。技術路線の選択や産業育成の優先順位などの論争により，中国のエコカー発展計画は数
回の発表延期もあり，２０１２年には国務院が「節能与新能源車産業発展規画（２０１２～２０２０年）」を発
表し，エコカーの電気駆動技術戦略を明示した。EV・PHV・燃料電池車（FCV）及び関連部品を
国家戦略産業として支援し，エコカー（EV・PHV）の保有台数は２０１５年に５０万台，２０２０年には５００
万台を目指している。
日本が HEV車に開発の重点を置くのに対し，中国は技術難易度（既存特許など）が比較的に低
いとされる PHEVや EV分野の発展に取り組んでいる（図４―１）。すなわち公的助成金による EV
需要の増加や電池量産ができれば，電池価格・EV価格の低減が見込まれ，EVの普及にもつなが
る。また，政府はエコカーに関わる「三縦三横」（三縦は燃料電池動力システム，ハイブリッドシ
ステム，純伝動システム，三横は動力電池とバッテリマネジメント，モータと電子制御・インテリ
ジェト技術）技術の向上と R&Dシステムの構築を急いでいる。
また政府は２００９年に１３都市を新エネ車の試験導入地域として指定し，２０１０年からは PHEV，EV
購入に関する補助金支給制度を発表し，地場有力エコカーメーカーが立地する上海，深圳，杭州，
長春，合肥等都市をモデル地区に指定した。また，中国政府は厳しい燃費基準（１００km走るのに
必要な燃費が１４年の７．２から２０年には５．０になる）の実施や，中国版 ZEV規制の導入（カリフォ
ルニアのクレジット制度），EV参入基準の緩和などにより，完成車メーカーの 「エコカーシフト」
を促そうとしている。中国のエコカー販売台数は２０１３年に１．７万台，１４年に７．５万台，１５には３３．１万
へと急速に伸びており，BYD汽車，吉利汽車，衆泰汽車がそれぞれ市場シェア３７％，１６％，１５％
で上位３強を占めている（図４―２）。
一方，補助金支給制度が実施されている中で，充電インフラの未整備や価格高などの課題により，
一般消費者への普及は限定的である。２０１５年末時点，中国には EV向けの充電スタンドが約４．９万
カ所，そのうち，北京市２．１万カ所，上海市１．６万カ所が設置されている。政府の充電スタンド設置
計画（２０２０年に４５０万台）を達成するためには，年間９０万台の充電スタンドを新設する必要がある。
しかし，各地における充電スタンド性能の相違及び業界標準の策定等が依然として不透明であり，
図４―１ エコカー発展モデルの日中比較
（出所：各種報道より作成）
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インフラ遅れの要因となる。
また，多くの地場企業は補助金政策を狙い，エコカー生産に乗り出している。補助金制度の悪用
が懸念されている中，政府は同制度の実施を厳格化し，２０１７年から段階的に補助金を引き下げる方
針を明示した（表４―７）。今後，補助金の減少により，地場企業が外資系企業に対する価格競争力
が弱くなり，エコカー市場の構造も変化していくと予測される。
また，中国は豊富なリチウム資源を擁しているにも関わらず，電池・モータ・ECU等の EVの
基幹部品に関しては，地場企業の研究開発能力が弱いため，その大半を外資系企業から調達してい
るのが実情である（表４―８）。ダウンサイジングターボエンジンの基幹部品では Honeywell，IHI，
BorgWarnerなどの外資系サプライヤー６社が独占し，燃費を改善する４８Vシステム，アイドリン
グストップシステム，スタートストップシステム市場では，Bosh，Continental，Valeoなどの欧米
系サプライヤーが独占している。また二次電池分野では，地場系メーカーがリン酸鉄リチウム電池
の生産に集中しているのに対し，LGChem，SamsungSDI，パナソニック）などの日・韓メーカー
は技術成熟度が高い三元系電池の現地生産を強化し，市場シェアの拡大を図っている。
既存自動車のコンセプトを超えた新た市場の創出，次世代技術優位の発想の構築が政府主導の「破
壊的イノベーション」として考えられる。一方，中央・地方政府が地場企業に手厚い保護策を実施
したことにより，地場企業が補助金制度に過度に依存し，R&D能力の向上や技術開発にはマイナ
表４―７ エコカー市場の補助金の概要（万元）
分野 指標 ２０１５年 ２０１７―２０１８年 ２０１９―２０２０年
EV 航続距離１００～１５０km ３．２ ２．８８ ２．５９
航続距離１５０～２５０km ４．５ ４．０５ ３．６５
航続距離２５０km～ ５．５ ４．９５ ４．４６
PHEV 航続距離５０km～ ３．２ ２．８８ ２．５９
EVバス 全長６～１０m ２２―５０ ２７―４１ ２９―３４
PHEVバス 全長６～１０m １７―２３ １５．３―２０．７ １３．７―１８．６
（出所：各種報道より作成）
図４―２ 中国のエコカー市場規模，エコカー乗用車市場シェア
（出所：中国乗聯会の発表より作成）
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スの影響をもたらすことも懸念されている。今後，いかに外資系部品メーカーに依存する産業構造
から脱出し，地場エコカー部品産業を育成していくか，など引き続き注目していきたい。
５．「二段階キャッチアップ工業化」モデルの再考
本稿では，湯［２００９］が提起した「二段階モデル」が，自動車産業の発展パターンに当てはまる
かという問題に焦点を当てながら議論を進めた。実証研究で取り上げた中国自動車産業の成長過程
を鑑みたうえで，湯［２００９］の立論を再考し「二段階モデル」の課題及び追加点を試論する。
中国の独自性からみる「二段階モデル」の射程
後発国では産業基盤の状況によって異なる工業化モデルが見られている。湯［２００９］は，国内市
場を前提にした「フルセット型工業化戦略」であり，そのような基礎条件が整った中国が世界市場
に参入してきた場合，末廣［２０００］モデル（東南アジア諸国の事例）の有効性は相当低下してくる
と見られる。しかし，長い産業発展の歴史と幅広い産業集積，重層的で多様な技術導入のチャネル，
豊富な技術者，基盤技術をもつ地場企業の存在という中国の独自性は，遅れて工業化を開始する国
ではない（後発国の産業発展に伴う分業体制にも乗らない）という視点も捉えることができる。
もちろん，国連の定義（２００１年）や中国の一人当たり名目 GDP額（１４年は７，５７１米ドル，世界
第８０位）などの指標，特に改革開放時点（１９８０年代）の中国産業の実態等をみると，中国は後発国
工業化の一例として考えられる。WTO加盟後，中国の自動車生産・販売台数がわずか８年間で世
界首位に躍り出した事実から工業化の初期条件における中国と東南アジアの違いは一目瞭然であろ
う。したがって，湯［２００９］は産業基盤を擁する後発国を対象とするモデルにとどまり，統一的な
視点で後発国の発展モデルを捉えることは困難であろう。
工業化の実現における政府の役割
「二段階モデル」は国家戦略として達成されるのか，市場経済ベースで達成できるのかという問
題が残っている１３）。湯［２００９］は企業の所有権構造の改革が第２段階キャッチアップに不可欠な要
表４―８ エコカー基幹部品の供給状況
二次電池 モータ・パワーステアリング ECU（Engine Control Unit）
企業名 主な納入先 企業名 主な納入先 企業名 主な納入先
Miles 東風悦達起亜 Bosch 長城汽車，華晨金杯 Bosch 上海 VW，一汽 VW
Johnson Controls 上海 VW，上海 GM Remy 上海汽車，神龍汽車 Delphi 上海汽車
A１２３Systems 上海汽車，吉利汽車 DFJ 福田汽車，吉利汽車 GM Components 上海 GM
Microvast 一汽 VW Continental 上海 GM Continental 一汽 VW
日立 VE 上海 GM，東風日産 デンソー 一汽トヨタ，広汽トヨタ Delta Electronics 江淮，上海 GM
AESC 東風日産 日本精工 上海 VW，一汽 VW デンソー 広汽トヨタ
PEVE 一汽トヨタ，広汽トヨタ 日本電産 地場メーカー
LG Chem Volvo
（出所：各種報道より作成）
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素としており，工業化を市場経済ベースで考えているように見受けられる。前述した中国自動車産
業の発展や歩みを取り上げると，政府が合弁事業による完成車の技術移転や地場自動車産業の保護
を優先するように戦略色が強いといえる。
しかし，湯［２００９］の枠組みは市場経済ベースで中国の工業化をモデル化しており，政府の関与
がモデルの中に入る余地が少ないと見られる。一方，自動車産業の工業化は国家戦略として発動さ
れて初めて機能するものであり，政府主導型の産業発展であると考えられる。このような環境下で，
結果的には地場企業の競争優位が未構築，部品産業の発展も大きく遅れている。
世界銀行レポートでは経済発展における政府の役割に正面から取り組んだもので，政府のミクロ
的介入の余地が認められ，産業政策を成功させるためには高い制度力が要求されるとしている
（World Bank［１９９３］）。しかし，グローバル経済の中で，外資系企業と地場企業の競争が激しくな
る時は，後発国工業化の立場から見ると，地域の産業・企業が産業構造の高度化を進める必要があ
り，政府の役割及び産業保護策の限界も見られる。
今後は中国自動車産業の発展も緩やかに市場経済ベースへ移行していくと考えられる。したがっ
て政府関与の余地が大きければ「二段階モデル」の実現に影響を与えるという議論は，従来から議
論されている問題でもあるが，湯［２００９］でやや軽視された側面もあるといえよう。
擦り合わせ型産業のキャッチアッププロセス
湯［２００９］は電子産業に焦点を絞った途上国の工業化モデルである。中国の電子産業が速いスピ
ードでキャッチアップできた理由は，基盤技術及びかつての軍事産業に関連する技術の存在であり，
さらに IT技術の発達，オープン・アーキテクチャ製造とモジュラー化の進展により，電子産業の
急成長が可能となった。それは電子産業がアーキテクチャとして極めてオープンな特性を持ってお
り，これら特性・特徴を度外視してモデルとして一般化することができるか，疑問の余地が残され
ている。
一方，クローズ・アーキテクチャ製造（擦り合わせ型）などの産業特性を持つ自動車産業の事例
をみると，中国は自動車生産規模の拡大を果たしたが，高機能部品・安全関連部品，素材・部材な
どを依然として外資系企業に依存しており，部品産業及びグローバル自動車ブランドの育成に遅れ
ている。すなわち，中国はハイテク産業分野で「自己完結型ものづくり」や「カエル跳び型」の発
展が可能となったものの，分厚い基盤技術の蓄積や技術のすり合わせ連鎖を求める分野においては
長期的な視点でキャッチアップする必要がある。現在，中国の自動車産業は，第１段階キャッチアッ
プにおけるコア技術の獲得・吸収段階に位置づけられているが，今後は部品・素材の技術面の脆弱
性を解決しなければ，第２段階キャッチアップの展開が一層困難になり，第１段階に留まるリスク
も懸念されている。
したがって，擦り合わせ型産業による「二段階モデル」の考察，特に第２段階キャッチアッププ
ロセスに関する事例研究はまだ不十分であり，今後は引き続き検証する必要がある。
技術選択のジレンマ
前述した中国企業が先進国製品を学習し，機能の簡素化と低価格化によりローエンド市場を占領
１３）同論点については，専修大学大学院博士論文審査委員会から「市場経済ベース下のモデルを一般化する妥当性」
という指摘もある。
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する事例は，「破壊的技術による新市場への浸透」に類似する市場戦略であろう。しかし，参入障
壁の低さによる参入企業の増加がこの破壊的イノベーションに致命的な打撃を与え，結果的には，
破壊的技術を用いる製品が長く続かず，次々に新しい破壊的技術を創出せざるをえないだろう。技
術経路の選択については，湯［２００９］が想定した「市場の拡大と既存技術の延命」，「市場の停滞と
技術の向上」の２パターンに加え，「新市場における破壊的技術の展開」という選択肢も見られて
いる。
中国自動車業界では，民族系メーカーが破壊的技術でローエンド市場における一時的競争優位を
見せたが，外資系企業の製品・技術面にわたる攻勢により，既存の主要市場への浸透は困難である。
ようするに「寄せ集め型」・「ミックス型」ものづくりのリスクは既存製品の技術に対する改良や新
たな技術標準の設定ができるにも関わらず，基幹部品を構成するユニットやパーツ及びその他の関
連技術は，他社に依存せざるをえないことにある。結局，中国における技術向上の経路は技術格差
を非連続的にキャッチアップしてくる傾向にあり，持続的技術進歩が見込まれないため，海外企業
への買収に取り組む地場企業は増加している。
前述した部品産業・裾野産業の未成熟により，中国自動車産業における「B’→C」段階への発展
は困難となる１４）。本稿で取り上げたかつての中国モータリゼーションの主役であったセダン市場の
縮小と地場企業の低迷・外資系企業の寡占，拡大する SUV市場と地場企業の好調・外資系企業の
本格的参入，政府主導のエコカー市場の育成と地場企業の独占・外資系企業の未参入（市場需要を
見極める）などの事例から，中国企業がハイエンド市場に参入できず，次々に新しいローエンド市
場に参入していくという実態はわかる。一方，中国企業は B’段階の技術・製品を特化し，スケー
ルメリットで得られた収益による企業買収を実施し，今後グローバル市場，特にローエンド・ミド
ルエンド市場における競争優位を構築していくシナリオも存在する。前述した中国自動車産業の海
外展開や輸出の実績を鑑みると，同シナリオを実現するためには，地場企業が引き続き努力する必
要があると考えられる。
したがって，現在，中国企業は「既存市場のハイエンド分野を狙うか」，「新市場でローエンド分
野を取るか」というジレンマに直面している。湯［２００９］が想定した技術経路は，持続的技術進歩
を意味する右上がりの一本線にならないため，複数なシナリオで議論する必要があるといえよう。
中国自動車産業のイノベーションが起きにくい
湯［２００９］が指摘したイノベーション能力の構築は，中国自動車産業の発展における最大のハー
ドルである。地場企業が取り巻く環境を考察すると，中国自動車産業のイノベーションが現在起き
にくいと考えられる。
中国政府は「中国製造２０２５」を打ち出し，２０２５年までに製造業の全体的なレベルアップを実現し，
イノベーション能力の向上を図ろうとしている。上記にも関連する議論でもあるが，まずは大手
国有自動車グループでは利益へのインセンティブが働かないため，イノベーションに対するネガ
ティブな見方を持つ経営者も少なくない。国有企業では，合弁企業の好調により安定的収益が維持
１４）中国式のキャッチアップモデルに対し，宮本氏が「A→B→B’」の必然的帰結であり，破壊的イノベーションの
ジレンマであると指摘した。ただし，中国自動車産業では「ローエンド市場の占領からハイエンド市場の獲得」
というシナリオで成功した地場企業はいまだに少ない。したがって「破壊的イノベーション」の最終狙いが中国
のキャッチアップモデルには適応しにくいといえる。
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されている中，経営者は，定められた任期内で短期的収益を重視する傾向にある。これが長期的開
発能力の構築と自主ブランドの育成にマイナスの影響を与えているとも言える。一方，民族系企業
や民営企業は市場経済ベースで急成長を遂げているが，自社資源及び部品・裾野産業の遅れなどに
制約されている。湯［２００９］が論じた国有電子企業改革（民営化）を考えると，国家戦略を担う大
手国有自動車企業グループでは，政府の存在感が依然として大きく，改革の実施も困難であろう。
次に中国における自動車産業集積の拡大や産業クラスターの増加はイノベーションの創出への効
果は限定的であると見られる。「市場の失敗」を産業集積による補完やそうした集積の形成におけ
る商人や技術者達の貢献といった研究があり（大塚・園部［２００４］），産業集積の形成は，地域産業
の競争力向上に大きく貢献し，特にアセンブリ工程における汎用部品技術・組み立て技術の向上に
つながるといえる（湯［２００９］）。
しかし，近年，自動車基幹部品のモジュラー化・システム化，プラットフォームの共通化による
大量発注システムの進展につれ，集積地域には，大手基幹部品メーカーが立地するにも拘わらず情
報のスピルオーバー効果が限定的であり，垂直的な製品工程間の分業が行われている傾向もある。
また，国・系列によって異なる自動車部品サプライヤーシステムが存在している中，部品間の技術
調整・機能のすり合わせが必要となり，製品の品質は設計ノウハウ，機械調整，部材・素材の加工
技術など多くの要素に関わることになる。すなわち，湯［２００９］が論じた「集積が集積を生む自己
拡大メカニズム」が機能しても地場部品企業の技術向上や技術者・技能工によるスピンオフ創業は
限定的であるとみられる。
さらに，後発国企業による買収戦略があくまでコア技術習得の第一歩であり，短期的にはイノベ
ーションが起きないであろう。コア技術を狙う買収戦略の実施は，資金力だけでなく，自社の基礎
研究，技術の蓄積及び技術の受容力・吸収能力に深く関わっている。産業の成長期には，市場需要
の存在による「大量生産・大量販売」システムが主流となり，企業の手元にある流動資金が不足が
ちになり，資金調達ルートの確保が必要となる。また，地場企業は長期的な投資におけるリスクを
意識し，限られている資金を効率的に運用するために，生産規模の拡大によって当面の利益をあげ
ようとする。
湯［２００９］が想定したコア技術の吸収過程に対し，技術を非連続的にキャッチアップしてきた中
国自動車産業では，地場企業がいかにコア技術を吸収し，イノベーションを創出するかという課題
を抱えている。仮に技術を吸収する能力が十分に備わっていなければ，その戦略のシナジー効果が
創出しくいと考えられる。
おわりに
自動車産業の育成を力強く推進する中国政府は，完成車分野において，外資系企業の進出を合弁
形態でのみ可能とする制限を設けることで，地場自動車産業の発展に重要な役割を果たした。しか
し，輸入部品への依存や，外資系部品メーカーの独資展開などの現状は，地場の自動車メーカーに
大きな困難をもたらしている。中国自動車産業には，裾野産業がどこまでにキャッチアップできる
か，買収で獲得したコア技術の吸収が可能か否か，絶えず研究開発に投入する資金をどのように調
達するかなど，様々な問題が存在している。さらに，完成車だけではなく，部品，素材などの異な
る分野において，いかにキャッチアップを展開するかは，自動車産業ないし中国の工業化にとって，
極めて重要であり，課題として引き続き注目する。
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本稿では，事例研究や業界関係者へのヒアリングを元に，中国自動車産業の現状とキャッチアッ
プモデルを導きだすことに努めたが，先行研究及び事例研究は十分とは言えず，予測の裏付けや一
般化には，更なる企業事例，定量的な調査が求められよう。
また，電子産業や自動車産業に続き，今後は伝統産業，重工業，次世代の新産業など，異なる分
野におけるキャッチアッププロセスを検証する必要がある。中国で起きている産業発展の現象や中
国式のキャッチアップモデルが計画経済時代に残された産物，国有企業と民営企業の競争環境，社
会構造・企業システムなどによるものであるか，グローバル経済と国際分業によるものであるか，
あるいは「圧縮された発展モデル」「二段階キャッチアップモデル」自体によるものであるか，こ
うした課題は今後論理的に検証する必要がある。
本稿の執筆にあたって，専修大学大学院の宮本光晴教授，大橋英夫教授，遠山浩教授から貴重な
コメントをいただいた。ここに感謝の意を申し上げたい。
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